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将来の予測が困難な時代を生き抜くためには、

• 基本的な知識・技能を習得し、それを活用する力

• 膨大な情報から何が重要かを主体的に判断し、自ら問いを立ててその解決を目指し、他者と協働しながら
新たな価値を生み出していく力

を子供たちに身に付けさせることが必要。手段としてＩＣＴを効果的に活用できる力の育成も必要。

○学校指導体制の改革 ○教員制度（養成・採用・研修）の一体改革

○学校の組織運営改革（チーム学校） ○地域と学校の連携・協働に向けた改革

社会に開かれた教育課程の実現

・対話的・主体的で深い学び
（アクティブ・ラーニング）の
視点に立った学習を推進

多様な子供たち一人一人の状況に応じ、能力を
最大限に伸長

・特別な配慮（障害、外国人、 貧困、
いじめ・不登校等）が必要な子供
たちの自立と社会参加を目指す

「地域とともにある学校」への転換

教育政策に関する実証研究を実施。２９年度から全国学力・学習状況調査の詳細データを大学等の研究者へ貸与。

教員の勤務実態調査の実施、校務支援システム等の活用、チーム学校等を通じ、教員の業務改善を推進。

第３期教育振興基本計画（平成３０年度～）の策定に向けて、教育施策の効果を専門的・多角的に分析、検証するために
必要な総合的な体制の在り方も含め、本年４月に中央教育審議会に諮問。

教育政策におけるエビデンスに基づくＰＤＣＡサイクルの確立

「次世代の学校・地域」創生に向けた改革

１

Ⅰ 未来を創造する子供たちを育むための教育政策



教育政策におけるエビデンスに基づくＰＤＣＡサイクルの確立

 今年度から教育政策に関する実証研究を実施。さらに、２９年度から全国学力・学習状況調査の詳細データを大学等
の研究者へ貸与。多様な研究の推進により、教育に関する実証的知見を蓄積。

 これらの成果を学校現場に還元するとともに、教員の勤務実態調査の実施、校務支援システム等の活用、学校
の組織運営改革（チーム学校）等を通じ、喫緊の課題である教員の業務改善を推進。

 第３期教育振興基本計画（平成３０年度～）の策定に向けて、教育施策の効果を専門的・多角的に分析、検証するた
めに必要なデータ・情報の体系的な整備や、実証的な研究の充実も含めた総合的な体制の在り方について検討するよ
う、中央教育審議会に諮問。

教育政策に関する実証研究の推進

① 学級規模等の影響・効果（学力、非認知能力等）の調査

② 加配教員・専門スタッフ配置の効果分析

③ 高い成果を上げている地域・学校の取組・教育環境の分析

④ 教員の勤務実態の実証分析

教員の業務の改善

 自治体の協力を得つつ、公募等により大学等の研究者の参画を得て
教育政策に関する実証研究を実施。進捗状況に応じて内容の追加も
検討。

 全国学力・学習状況調査の詳細データについて、具体的な貸与ルー
ルを検討、平成２９年度より大学等の研究者へ貸与を開始。

 校務支援システム等のＩＣＴ活用による
校務改善の取組を促進。

第３期教育振興基本計画の策定に向けた対応

 第３期教育振興基本計画（平成３０年度～）の策定について、本年４
月18日に中央教育審議会に諮問。

⇒ 「教育は未来への先行投資である」との理解の醸成が不可欠との
認識の下、客観的な根拠を一層重視。

 教員と事務職員、専門スタッフ等が連携、分担して校務を担う
体制（チーム学校）の構築のため、法令改正等により学校の
組織運営改革を推進。

 教員の勤務実態を、現場の負担に配慮しつつ、定期的に調
査。教職員の配置やＩＣＴの整備状況、教育課題の状況等と
業務の改善との関係を分析し、教育の質の向上につなげてい
く。

＜ＩＣＴを活用した校務の例＞
（健康観察データを即時更新・一元管理）

知識・技能、思考力・判断力・表現力、主体性・協働性・人
間性等の資質・能力の調和がとれた個人を育成し、初等
中等教育の質の向上を図る。
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教育政策の検証改善サイクルの確立

成果を
還元
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Ⅱ 国立大学関係の取組について

１．国立大学法人運営費交付金の重点支援による国立大学の機能強化

 第３期中期目標期間において、運営費交付金の中に「３つの重点支援の枠組み」を新設し、新領域の開拓、地域ニーズや産
業構造の変化に対応した人材育成等を行う組織への転換を促進。

 各大学は平成２８年度から平成３３年度までの中期目標期間を通じて取組構想に基づく取組を推進
 毎年度において各大学の取組構想の進捗状況を確認。予め設定した評価指標を用いて評価を実施し、

その結果に基づいて運営費交付金の重点配分に反映

重点支援①：地域のニーズに応える人材育成・研究を推進
重点支援②：分野毎の優れた教育研究拠点やネットワークの形成を推進
重点支援③：世界トップ大学と伍して卓越した教育研究を推進

平成２８年度から始まる６年間の第３期中期目標期間において、経済・財政再生計画改革工程表や「国立大学経営力戦略」
（平成２７年６月文部科学省決定）に基づき、国立大学改革を一層推進するため、以下の取組を実施。

３．税制改正の導入に伴う寄附金収入の拡大

 平成２８年度から国立大学法人等が行う学生の修学支
援に係る事業への個人からの寄附について、税額控除

と所得控除の選択制を導入

４．指定国立大学法人制度の創設等

 文部科学大臣が、世界最高水準の教育研究活動の展開が見込まれるも
のを「指定国立大学法人」として指定し、中期目標や業務に関する特例（出
資対象範囲の拡大等）を設けることや国立大学法人の資産の有効活用を
図るための措置を内容とする法案を平成２８年通常国会に提出。

２．第３期中期目標・中期計画に基づく取組の推進（平成２８年度～平成３３年度）

 第３期中期目標・中期計画において、全８６法人が外部研究資金、寄附金その他の自己収入の増加・確保について記載
 第３期中期目標期間を通じて各大学において中期目標・中期計画に基づく取組を推進
 毎年度の進捗状況については、国立大学法人評価委員会が年度計画の実施状況等に基づき評価を実施
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Ⅲ 研究設備の共用化の推進

大型装置の共用プラットフォーム

新たな共用システム導入の加速
（研究室を超えた共用）

J-PARC 京

SPring-8・SACLA

人材育成・キャリアパス形成

民間活力の導入・産学連携

共通基盤技術の開発促進

研究室A

研究室D

研究室C

研究室B

これまでの
設備・機器の管理

新システムでの
設備・機器の共用

個別・バラバラ

保守費削減・管理効率化

分野融合・新分野創出

最先端大型研究施設の整備・共用
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科学技術イノベーションによる生産性革命や新しい市場の創出を実現するため、研究開発活動を支える先端
的な研究施設・設備の整備・共用や基盤技術の研究開発等を強化。

共用システムを構築した研究組織数 2020年度 100組織
2016年度採択数 33組織
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